卒業式における「君が代」処分をしないことを求める決議
　去る３月１３日および３月２１日、東京都教育委員会(都教委)は、卒業式で「君が代」斉唱時に起立しなかったことを「服務事故」と見なして、２名の都立高校教員に対する事情聴取を行った。これは懲戒処分を前提としたものに他ならない。
２００３年１０月２３日に発出された所謂「１０・２３通達」に基づく職務命令に違反したとして、都教委はこれまで延べ４７８名及ぶ教職員に処分を強行してきた。この大量処分は、命令と処分によって教育現場を意のままに操ろうとする東京の異常な教育行政を象徴するものである。

しかし、減給以上の処分は、「裁量権の範囲を超え、違法」とした最高裁判決および確定した下級審判決に基づいて取り消されている。さらに、東京「君が代」裁判一次訴訟および二次訴訟の最高裁判決には、「すべての関係者によってその(紛争解決の)ための具体的な方策と努力が真摯かつ速やかに尽くされていく必要がある」(２０１２年１月１６日　一次訴訟　櫻井裁判官)、「謙抑的な対応が教育現場における状況の改善に資するものというべき」(２０１３年９月６日　二次訴訟　鬼丸裁判官)など、かつてなく多くの補足意見が付された。最高裁判決は、明らかに強制と処分ではなく、話し合いによる解決を求めているのである。
にもかかわらず、都教委は再三にわたる被処分者の会、原告団の要請を拒んで紛争解決のための話し合いの席に着こうともしないばかりか、２０１３年９月の二次訴訟最高裁判決に続き、２０１５年１月の第三次訴訟の地裁判決によって減給処分を取り消された教職員（現職者　二次訴訟・三次訴訟　計１６名）に対し、改めて戒告処分を発令する（再処分）という暴挙を繰り返すなど、司法の裁きにも挑戦するがごとき都教委の姿勢は、都民に対して信用失墜行為を繰り返していると言わざるを得ない。

また、処分発令と同時に、都教委は、被処分者に対して、４月に始まりおよそ３か月に亘る服務事故再発防止研修を課してきた。再発防止研修は、２０１２年から質量ともに強化され、「思想・良心の自由」と「教育の自由」に基づく信念から不当にも処分された教職員に対して、セクハラや体罰などと同様の「服務事故者」というレッテルを貼り、反省や転向を迫るもので、日本国憲法の精神を踏みにじるものである。
これは、「繰り返し同一内容の研修を受けさせ、自己の非を認めさせようとするなど、公務員個人の内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであれば、そのような研修や研修命令は合理的に許容される範囲を超えるものとして違憲違法の問題を生じる可能性がある」とした東京地裁決定（２００４年７月）にも反している。

東京の学校現場は、１０・２３通達とそれに基づく職務命令・処分、それに続き生徒の内心の自由を保障する配慮を禁じた３．１３通知によって教職員が口を塞がれてしまった。今年度からは、“高校版の道徳”と懸念される新教科「公共」を先取りして都立高校に「人間と社会」が導入された。生徒たちの心を縛る教育が猛威を振るい、教師たちがその実行部隊にされている。平和と民主的な国家をつくる主権者を育てるべき学校が、お上の意思を注入する場所になってはいけない。
私たちは、改めて不起立の教員にいかなる処分も科さないこと、そしてこれに伴う服務事故再発防止研修を行わないことを強く求める。東京の公立学校に自由で民主的な教育を甦らせ、生徒が主人公の学校を取り戻すため、「日の丸・君が代」強制に反対する。この国を「戦争をする国」にさせず、「教え子を再び戦場に送らない」ために！
２０１７年３月３１日

「卒業式処分をするな・該当者支援総決起集会」参加者一同

連絡先：不当処分撤回を求める被処分者の会・東京「君が代」裁判原告団
　　　　　　　事務局長　近藤　徹　 e-mail:qq947sh9@vanilla.ocn.ne.jp
